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88,930 88,561 88,479 88,365 88,142 88,117 87,955 88,000 87,649 86,855 85,943 84,978 

476,513 474,426 473,733 475,702 478,565 481,888 484,957 490,944 491,070 489,429 490,697 493,408 

71,632 74,198 76,330 76,606 75,601 74,926 73,708 73,146 73,887 73,867 71,602 69,846 

72,187 74,027 76,114 78,436 81,403 83,548 85,813 87,345 87,493 88,207 90,672 93,308 
709,262 711,212 714,656 719,109 723,711 728,479 732,433 739,435 740,099 738,358 738,914 741,540 
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■区の総人口推移（平成25年〜令和６年）※各年１月１日時点

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 前期高齢者人口（65-74歳） 後期高齢者人口（75歳-)

（人）

１ 練馬区の人口動向 

 （１） 人口の推移 
①区の総人口の推移 

総人口は増加傾向にありましたが、令和３年はコロナ禍の影響もあり、減少に転じています。 
令和４年以降は再び人口増加に転じています。 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

②年齢構成で見てみると・・・・・ 
総人口を４つの年齢区分別の構成比で見てみると、後期高齢者人口比率が上昇している一方、

年少人口比率は一貫して低下しています。少子高齢化が確実に進んでいます。 
  

12.5% 12.5% 12.4% 12.3% 12.2% 12.1% 12.0% 11.9% 11.8%

11.8% 11.6% 11.5%

20.3% 20.8% 21.3% 21.6% 21.7% 21.8% 21.8% 21.7% 21.8% 22.0% 22.0% 22.0%

10.2% 10.4% 10.7% 10.9% 11.2% 11.5% 11.7% 11.8% 11.8%

11.9% 12.3% 12.6%

67.2% 66.7% 66.3% 66.2% 66.1% 66.1% 66.2% 66.4% 66.4% 66.3% 66.4% 66.5%
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50.0%

60.0%
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2.5%
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12.5%

17.5%

22.5%

27.5%

32.5%

37.5%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

■年齢四区分比率でみた人口推移（平成25年〜令和６年）

年少人口比率
（0-14歳）

高齢者人口比率
（65歳-）

後期高齢者人口比率
（75歳-）

生産年齢人口比率
（15-64歳）

（出典）練馬区「住民基本台帳人口」より作成 

（出典）練馬区「住民基本台帳人口」より作成 
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■区の総人口推移（平成25年〜令和６年）※各年１月１日時点
（日本人・外国人別）

日本人人口 外国人人口

1,518 1,636 1,832 
2,750 

3,343 2,842 2,950 2,541 

5,165 

2,026 

-442 
-1,428 

244 -895 -277 
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■区の年間の人口増減数（平成23年〜令和５年）
（日本人、外国人別、各年1月1日時点の人口間で比較）

人口増減数（日本人） 人口増減数（外国人）

 
③日本人、外国人別で見てみると・・・・・ 

外国人人口は、東日本大震災の影響により一時的に減少しましたが、その後増加傾向が続き、
平成 27 年以降は 1,000 人を超える増加が続きました。令和２・３年はコロナ禍の影響を受け、
減少に転じました。令和４年以降は再び増加に転じています。 

また、令和３年以降減少していた日本人人口は、令和５年に増加に転じています。 

 
     

いずれも（出典）練馬区「住民基本台帳人口」より作成 

（人） 
外国人 
（人） 

（人） 

日本人 
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（２） 人口増減の要因  
人口が増減する要因には、「①自然動態（出生・死亡）によるもの」と「②社会動態（転入・転

出）によるもの」の２つがあります。 

①自然動態の状況 
出生数は 6,000 人前後で推移してきましたが、平成 28 年頃から減少傾向にあります。一方、

死亡数は年々増加しています。平成 29 年に初めて自然減に転じ、その後減少幅が拡大してい
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

区の合計特殊出生率※は、平成 28 年に都を下回り、その後下落傾向が続いています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※合計特殊出生率…15〜49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの  

571 575 469 245 
-185 -431 -668 -942 -1,314 -2,293 
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-1,000

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

■自然増減(出生数ー死亡数)の推移(平成25年〜令和４年)

出生数 死亡数 自然増減

（件）

1.30 

1.08 

1.14 
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1.24 
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1.16 

1.12 
1.09

1.06 
 1.00

 1.10

 1.20

 1.30
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

■国・都・区の合計特殊出生率の推移（平成24年〜令和3年）

国・合計特殊出生率 都・合計特殊出生率 区・合計特殊出生率

（出典）「ねりまの保健衛生」より作成 

（出典）東京都福祉保健局「人口動態統計」より作成 
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②社会動態の状況 

平成 25 年以降転入超過が続いていますが、コロナ禍の影響を受け、令和２年以降、転入者
数が減少しました。令和５年は前年に比べ増加しています。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 
 

 

  

1,248 

2,022 

2,649 
2,385 

2,724 

2,822 

5,725 

1,817 

799 871 

2,698 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

■社会増減（転入者数ー転出者数）の推移（平成25年〜令和５年）※日本人のみ

転入者数 転出者数 社会増減(右軸)

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成 

（件） （件） 
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２ 練馬区の人口の特徴  

 （１） 周辺自治体との比較 〜年齢構成比で見てみると〜 
練馬区と周辺自治体の人口を年齢三区分別の構成比率で比較しています。区部平均と比較す

ると、年少人口比率が高い一方で、高齢者人口比率は若干高くなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 （２） 周辺自治体との比較 〜「子育て世帯」が多い〜 
総世帯に占める「15 歳未満世帯員のいる世帯」の比率でみると、14.8%と比較的高い値とな

っています。練馬区は子育て世帯の多い自治体と言えます。 
 

  

14.1% 13.4%
14.8%

9.4%
11.7% 12.4%

9.8%

12.7%
14.7% 13.9%

16.6%

東京都 区部 練馬区 中野区 杉並区 板橋区 豊島区 大田区 世田谷区 足立区 江戸川区

■総世帯に占める15歳未満世帯員のいる世帯の比率

（出典）東京都「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（令和５年 1 月）」より作成 

（出典）総務省「令和２年国勢調査」より作成 

11.3 11.1 11.6 11.6 9.0 10.6 10.4 9.1 11.9 12.1 
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東京都 区部 練馬区 世田谷区 中野区 杉並区 板橋区 豊島区 武蔵野市 西東京市

■年齢三区分比率（周辺自治体との比較）

年少人口比率（0-14歳） 生産年齢人口比率（15-64歳） 高齢者人口比率（65歳-）
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３ 直近の人口動向 
区の人口は、例年３・4 月に進学・就職に伴う転入により人口が大きく増加する傾向にありま

す。令和３年はコロナ禍の影響を受け、３・４月のほか６月を除き人口減となりました。令和４・
５年は令和３年と比較すると、回復の傾向が見られます。 

 
 

コロナ禍の影響により、区の人口増を支えてきた区外からの転入超過数と外国人人口のいずれ
もが減少しました。

外国人人口は再び増加傾向となっています。令和３年以降減少が続いていた日本人人口につい
ては、令和５年は増加に転じていますが、増加数はコロナ禍前の水準まで戻っていません。 

今後の人口動向を引き続き、注視していく必要があります。 

（出典）練馬区「住民基本台帳人口」より作成 

（人） 
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■区の人口増減 各月推移（令和３年〜令和５年）

令和3年 令和4年 令和5年

（人） 
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84,978 81,204 77,390 76,973 76,706 75,971 74,648 

493,408 495,080 490,031 477,716 469,878 465,683 463,800 

69,846 73,119 87,202 98,871 97,697 88,918 83,965 

93,308 96,720 94,643 97,405 106,443 118,133 122,628 

741,540 746,123 749,266 750,965 750,724 748,705 745,041 
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■総人口の将来人口推計（令和６(2024)年〜令和36(2054)年）

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口(15-64歳) 前期高齢者人口(65-74歳) 後期高齢者人口（75歳-）

10 年後 20 年後 30 年後 

４ 練馬区の将来人口推計 
  今後の区の施策を考えるにあたって、人口の現状分析と合わせて重要となるのが、将来人口の

推移です。区では、令和６年 1 月の住民基本台帳人口を基準人口とし、人口推計を行いました。 
 
（１） 近年の傾向を踏まえた人口推計 
 ①総人口の推移 

総人口は、約 20 年後の令和 23 年に約 75.1 万人に達し、その後、減少に転じる見込みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
    

②総人口の年齢構成比の推移 
  人口推計を４つの年齢区分別の構成比で見てみると、年少人口比率、生産年齢人口比率が低下

し、高齢者人口比率、後期高齢者人口比率が上昇していることが分かります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

10 年後 20 年後 30 年後 

（人） 令和 23 年 751,259 
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■年齢四区分比率でみた将来推移（令和6(2024)年〜令和36(2054)年）

年少人口比率
（0-14歳）

高齢者人口比率
（65歳-）

後期高齢者人口比率
（75歳-）

生産年齢人口比率
（15-64歳）

10 年後 20 年後 30 年後 
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③総人口の推移（日本人・外国人別） 

  日本人の人口は、令和９年をピークに約 71.9 万人に達し、その後、減少に転じます。外国人
の人口は、30 年後の令和 36 年に約 6.2 万人に達し、その後も増加していくことが予測されます。
総人口は、令和９年から減少が見込まれる日本人人口を、外国人人口が補う形で令和 23 年まで
増加を続け、その後は緩やかに減少していくことが予測されます。ただし、外国人の移動は、国
の施策、社会情勢、景気動向、自然災害等により大きく変動するため推計値が上下にぶれる可能
性があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪推計手法≫ 
  人口推計については、コーホート要因法により行いました。コーホート要因法とは、出生・死

亡・社会移動について、将来の仮定値を設定し、基準時点の人口から将来人口推計を行うことで
す。区では仮定値について下記の通り設定しました。 

  
設定項目 設定内容 

コーホートの単位 性・１歳階級別人口 
基準人口 令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口 
生残率 令和２年都道府県生命表（東京都分） 

社会移動率 
令和元年〜令和５年と令和２年〜令和６年の 

平均値（日本人・外国人別） 
女性こども比 

（出生） 
令和元年〜令和６年の 15〜49 歳までの 

女性人口に対する 0 歳人口比率（日本人・外国人別） 

0 歳児性比 
令和元年〜令和６年の０歳児人口の 

男女比率（日本人・外国人別） 

718,345 718,547 715,728 711,031 704,278 695,165 683,458 

23,195 27,576 33,538 39,934 
46,446 53,540 61,583 

741,540 746,123 749,266 750,965 750,724 748,705 745,041 
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■総人口の将来人口推計（日本人・外国人別）（令和6(2024)年〜令和36(2054)年）

日本人 外国人

10 年後 20 年後 30 年後 

令和 23 年 751,259（人） 
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（２）大江戸線延伸を考慮した人口推計 
 ①延伸地域における人口増加の試算 

大江戸線の延伸は、鉄道空白地域を改善し、区が更に発展するために欠かせない事業です。延
伸地域は、区内の他の地域と比べると建物の利用容積率などが低く、空地等も多い状況です。 

こうした地域が、大江戸線の延伸によって、類似する区内の地域と同水準の土地利用が図られ
ることにより、人口の増加が見込まれます。 

事業予定者である東京都は、令和５年３月に庁内検討プロジェクトチームを設置し、検討を進
めています。今後の区の施策の検討にあたっては、大江戸線の延伸によって見込まれる中長期的
な人口増加の影響を考慮する必要があります。区において、下記方法により延伸地域における人
口増加の試算を行った結果、延伸地域では、約２.1 万人増加する試算結果が出ました。 

 
≪試算方法の概要≫ 
① 大江戸線延伸地域を「終着駅周辺地域」、「中間駅周辺地域」、「その他延伸地域」の 3 つの

地域に区分する。これらの地域が、区内の他の駅周辺地域等（モデル地域）と同水準の土地
利用が図られると想定する。 

地域区分とモデル地域 
地域区分 町丁目 モデル地域 

 終着駅周辺地域 
(仮称)大泉学園町駅 

大泉学園町４〜７丁目  大泉学園駅および石神井
公園駅周辺 

 
中間駅周辺地域 

(仮称)大泉町駅 
(仮称)土支田駅 

大泉町３丁目、高松６丁目、
土支田１・２丁目 

 区内の 11 駅周辺地域 
（練馬高野台駅など） 

 その他延伸地域 

大泉町１・２、４〜６丁目、
大泉学園町１〜３、８・９丁
目、西大泉 4 丁目、土支田
３・４丁目、三原台２丁目、
谷原３・４・６丁目 

 
上記および練馬駅等周辺
を除く地域 

大江戸線延伸地域（今回の試算対象区域）とモデル地域 
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② 以下の３ケースを考慮し、延伸地域の増加人数を用途地域※別に算出する。 
（「練馬区の土地利用（平成 31 年 3 月）」のデータを活用） 

● 延伸地域のまちづくりによる人口増 
延伸地域における用途地域の変更と道路整備に伴う宅地面積の変化分を考慮し、モデ 

ル地域の利用容積率と延床当たり人口密度を用いて、増加人口を算出。 
● 土地利用の高度化による人口増 

モデル地域の利用容積率と延床当たり人口密度を用いて、増加人口を算出。 
● 農地・空地から宅地への土地利用転換による人口増 

延伸地域の農地・空地率がモデル地域の農地・空地率が低い場合、その差分が宅地へ
転換すると仮定し、増加人口を算出。 

 
③ 試算の結果、「終着駅隣接地域」は約 0.2 万人、「中間駅隣接地域」は約 0.5 万人、「その他

の延伸地域」は 1.4 万人増加し、合計約 2.1 万人増加する可能性があると推計した。 
 

※用途地域…都市計画法の地域地区のひとつで、建築物の用途の無秩序な混在を防ぎ、合理的な都市機能の維 

持・増進を図ることを目的としている。住居、商業、工業など市街地の大枠としての土地利用を 

定めるもので、第一種低層住居専用地域など 13 種類があり、区では、9 種類を指定している。 
  
②大江戸線延伸を考慮した人口推計の試算方法 
 ①の延伸地域における人口増加の試算結果を踏まえ、区において下記のように前提条件を設定し、 
大江戸線延伸を考慮した人口推計を行いました。  
≪試算方法≫ 

年次 前提条件 

令和８〜17 年の推計 

・P113 の延伸地域における人口増加の試算結果、約 2.1 万人を使用。 
・令和７年度から大江戸線延伸の事業化に向けた手続き※が進められると

して、令和８年〜令和 17 年の 10 年間で約 2.1 万人が増加すると仮定。 
・約 2.1 万人を 10 年間で等分し、近年の傾向を踏まえた人口推計の

値に加算して算出。 
・10 年間の増加人口については、自然動態（出生・死亡）の影響は

考慮し、社会移動（転出）はないものと仮定。 
・増加人口の年齢、男女比、日本人・外国人比については、近年の練

馬区への転入者の傾向を踏まえて仮定。  
※開業時期は鉄道事業者が決定します。事業予定者の東京都は事業化の課題と解決策

を検討しています。現時点で開業時期は示されていません。 

令和 18〜22 年の推計 

・令和 8 年〜令和 17 年の人口増加がその後の社会移動や自然動態（出生）
に影響を与えると想定。令和 12 年〜令和 17 年の社会移動率・女性こ
ども比（出生率）が、令和 18 年〜令和 22 年の 5 年かけて、P111 の近
年の傾向を踏まえた人口推計の設定値に戻ると仮定し推計。 

令和 23 年以降の推計 
・P111 の近年の傾向を踏まえた人口推計と同様の設定値（社会移動 

率・女性こども比（出生率）等）で推計。 
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84,978 81,974 79,549 80,599 81,097 80,714 79,443 

493,408 502,546 506,821 500,939 494,237 491,391 491,355 

69,846 73,238 87,548 99,505 98,619 90,217 85,752 

93,308 96,828 94,917 97,858 106,998 118,842 123,603 

741,540 754,586 768,835 778,901 780,951 781,164 780,153 
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■総人口の将来人口推計（令和6(2024)年〜令和36(2054)年）

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口(15-64歳) 前期高齢者人口(65-74歳) 後期高齢者人口（75歳-）

③総人口の推移 
  大江戸線延伸を考慮した人口推計では、総人口が、約 25 年後の令和 30 年に約 78.1 万人に達

し、その後、減少に転じる見込みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     

④総人口の年齢構成比の推移 
 大江戸線延伸を考慮した人口推計を、４つの年齢区分別の構成比で見てみると、年少人口比率、
生産年齢人口比率が低下し、高齢者人口比率、後期高齢者人口比率が上昇していることが分かり
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.5% 10.9% 10.3% 10.3% 10.4% 10.3% 10.2%

22.0% 22.5% 23.7%
25.3% 26.3% 26.8% 26.8%

12.6% 12.8% 12.3% 12.6% 13.7%
15.2% 15.8%

66.5% 66.6% 65.9% 64.3% 63.3% 62.9% 63.0%
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（2049）

令和36年
（2054）

■年齢四区分比率でみた将来推移（令和6(2024)年〜令和36(2054)年）

年少人口比率
（0-14歳）

高齢者人口比率
（65歳-）

後期高齢者人口比率
（75歳-）

生産年齢人口比率
（15-64歳）

令和 30 年 781,270

10 年後 20 年後 30 年後 

（人） 

10 年後 20 年後 30 年後 
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718,345 725,945 732,867 735,234 730,186 722,323 711,893 
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43,667 50,765 58,841 68,260 
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■総人口の将来人口推計（日本人・外国人別）（令和6(2024)年〜令和36(2054)年）

日本人 外国人

⑤総人口の推移（日本人・外国人別） 
 大江戸線延伸を考慮した人口推計では、日本人の人口が、約 15 年後の令和 20 年をピークに
約 73.5 万人に達し、その後、減少に転じます。外国人の人口が、30 年後の令和 36 年に約 6.8 万
人に達し、その後も増加していくことが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 
       

⑥近年の傾向を踏まえた人口推計と大江戸線延伸を考慮した人口推計の比較 
   近年の傾向を踏まえた人口推計では、令和 23 年をピークに約 75.1 万人に達すると予測されま 

す。一方、大江戸線延伸を考慮した人口推計では、令和 30 年をピークに約 78.1 万人に達すると、
予測され、その差は約 3 万人となっています。 

 
 
 
 
   
  
 
 
 
 
  
 
 
 

  

令和 30 年 781,270 

10 年後 20 年後 30 年後 

（人） 

（人） 

751,259 

781,270 
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■総人口の将来人口推計（令和6(2024)年〜令和36(2054)年）

近年の傾向を踏まえた人口推計 大江戸線延伸を考慮した人口推計

(R23) 

(R30) 

（人） 
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２ 財政状況 
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１ 日本経済の情勢 

 （１） 経済 
新型コロナの急速な感染拡大により、令和２年度の国内総生産（GDP）の対前年度成長率は、

マイナス 4.1%と落ち込した。令和３年度以降、景気は持ち直しの動きが続き、令和５年度は
1.6%が見込まれますが、物価上昇が続き、経済の先行きは不透明感が増しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （２） 国の財政状況 
国の普通国債残高は累増し、債務残高の対 GDP 比は先進諸国で最悪の水準が見込まれます。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

670 
774 

853 
947 

1,068 

H23 H26 H29 R2 R5

■普通国債年度末残高 (兆円)

258.2

122.2 106.2
67.2

111.4 140.3
105.1

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス イタリア カナダ

■債務残高の国際比較(対GDP) (%)

いずれも(出典)「日本の財政関係資料（令和５年 4 月財務省）｣より作成  

(出典) 令和４年度まで｢内閣府国民経済計算｣ 
令和５年度は｢令和６年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和６年１月 26 日公表）」 
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H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

■実質GDP成長率 (％)
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２ 区財政の状況 

 （１） 歳入の状況 
① 歳入構造 

区の歳入の５割以上は、景気動向の影響を受けやすい特別区財政調整交付金と特別区税が
占めています。 

    
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
 

② 歳入一般財源の推移 
区の歳入の５割以上は、景気動向の影響を受けやすい特別区財政調整交付金と特別区税が 

占めています。区の歳入一般財源は、令和２年度はコロナ禍の影響で減少したものの、令和
３・４年度は増加傾向です。法人税収が堅調に推移したことなどによる、特別区財政調整交
付金の増収が主な要因です（令和４年度は、対前年度 81 億円増）。 

経済の先行きは不透明さを増しています。交付金は景気動向の影響を受けやすく、今後も 
同様の傾向が続くかは不明です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

特別区財政調整交付金
986 億円（30％）

特別区税
696 億円（22％）

地方消費税交付金
172 億円（5％）

その他一般財源
98 億円（3％）

国庫支出金
588 億円（18％）

都支出金
324 億円（10％）

繰入金
159 億円（5％）

特別区債
63 億円（2％）

その他特定財源
145 億円（5％）

■令和６年度一般会計歳入予算

1,588 1,685 1,652 1,671 1,701 1,773 1,724 
1,823 1,925 

822 839 830 827 866 929 843 912 993 

630 642 649 658 674 675 693 698 715 

136 204 173 186 161 169 188 213 217 0

500

1,000

1,500

2,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

■練馬区 歳入一般財源の推移（直近10年間の決算状況）

一般財源 特別区交付金 特別区税 その他一般財源

81億円増

（億円）

（年度）

 

【歳入総額】 

3,231 億円 
特別区交付金 

特別区税が 

５割以上を占める 
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③ 不合理な税制改正の影響 
国は税収偏在を名目に、特別区からの財源の収奪を繰り返しています。練馬区は、特別区

長会や東京都と力を合わせ、率先して、国に制度の廃止を含めた抜本的な見直しを求めてい
ます。 

不合理な税制改正の影響より、法人住民税の一部国税化に伴う特別区財政調整交付金の減
収が見込まれています。また、ふるさと納税制度の影響により、特別区民税の減収が年々拡
大しています。令和５年度は 44.5 億円の減収が見込まれています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

  

(出典)｢不合理な税制改正等に対する特別区の主張（令和５年度版）（令和５年 10 月特別区長会）｣ 
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■特別区全体 不合理な税制改正による影響額
法人住民税一部国税化 ふるさと納税 地方消費税清算基準見直し 累計

単年度 累計

※単年度（棒グラフ）は左軸、
累計額（折れ線グラフ）は右軸を参照

(億円)(億円)

令和４年度に
累計１兆円を突破

0.1 0.1 0.1 1.0 0.3 0.4 1.2 
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（億円） ■練馬区 ふるさと納税による特別区民税の減収額

「ふるさと納税枠」を約２倍に拡充（H27.1.1から）
ふるさと納税ワンストップ特例制度創設（H27.4.1から）

①基準適合にかかる総務大臣による指定制度の創設
②返礼品は寄付額の３割以下、地場産品とする
（いずれも、R1.6.1から）

累計
119966..11億億円円

※令和４年度までは決算額。令和５年度は決算見込額（R5.7.1時点）
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（２） 歳出の状況

① 歳出構造 
目的別においては、福祉や子どもに関する保健福祉費、こども家庭費、教育費の合計が全 

体の約３分の２を占めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
性質別においては、区の裁量で削減が困難な義務的経費が約５割であり、このうち大半を

扶助費が占めています。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

投資的経費
315 億円
（10％）

その他経費
1,294 億円
（40％）

人件費
504 億円
（16％）

扶助費
1,069 億円
（33％）

公債費
49 億円
（1％）

■令和６年度一般会計歳出予算（性質別）

義務的経費

1,622 億円 

（50％） 

歳出予算総額 

3,231 億円 

■令和６年度一般会計歳出予算（目的別）

保健福祉費
929億円

（28.8％）

こども家庭費
794億円

（24.6％）

教育費
415億円

（12.8％）

区民費
207億円

（6.4％）

総務費
280億円

（8.7％）

土木費
171億円

（5.3％）

環境費
135億円

（4.2％）

その他
87億円

（2.7％）
都市整備費

94億円
（2.9％）

地域文化費
70億円

（2.2％）

公債費
49億円

（1.5％）

歳出予算総額
3,231億円

保健福祉費、こども家庭費、
教育費の合計

2,138億円（66.2％）
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② 社会保障関係費の増加 
保育関係費を中心とする、主な社会保障関係費は、10 年間余で倍増しています。 
今後も、少子化対策や高齢化の進行などによる増加が見込まれます。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

③ 老朽化が進む公共施設への対応経費の増加 
老朽化した区立施設が一斉に更新時期を迎えており、改修・改築経費の更なる増加が見込

まれます。さらに、建築コストの上昇による経費の増加も見込まれます。 
 

 

 

 

 

 

221 

生活保護費
316 

51 障害者自立支援給付費

145 
82 

介護保険・後期高齢者医療会計繰出金 173 

95 

保育関係費

335 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

■主な社会保障関係費の推移(億円) 

H20：449 億円 

R4：969 億円 

(年度) 
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2

R5 R6 R7 R8 R9 R10

■建築後60年を迎える施設数

学校 学校以外
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